
令和５年度 第１回 草津市建築審査会

令和 ６ 年 ２ 月 １４ 日 （水）
市役所 ４階 行政委員会室



本 日 の 議 事

[ １．許可事後報告 ]

建築基準法第４３条第２項第２号の規定に基づく
許可について （ 事後報告案件 ： ４ 件 ）

[ ２．その他 ]

①接道規制に係る認定制度の対象拡大
②建築審査会長会議の報告
③令和6年能登半島地震の被災建築物応急危険度

判定活動について



１． 許 可 事 後 報 告

建築基準法 第４３条 第２項 第２号 許可
事後報告案件 ： ４ 件

1

No
事後報告

基準
許可番号 申請者 過去の許可履歴

1 3号の2 R4-11 株式会社メタルヴィレッジ

2 3号の2 R4-12 株式会社メタルヴィレッジ

3 3号の2 R5-2 個人

4 3号の2 R5-3 個人



１． 許 可 事 後 報 告

1



建 築 基 準 法 上 の 道 路 と は

[ 建築基準法 第 42 条 ]

第 1 項 ： 幅員が 4.0m 以上のもので

１．道路法による道路（ 国道・県道・市道等 ）
２．都市計画法等の法律に基づいて築造された道路
３．建築基準法施行時または都市計画区域編入時に

既に存在した道路
４．都市計画道路等で2年以内に事業が執行される

予定のあるものとして指定したもの
５．道路の位置指定をうけたもの

第 2 項 ： 幅員が 4.0m 未満、1.8m 以上のもの

１．既に立ち並びがあり指定したもの

2



法 第43条 第2項 第2号 について

[ 建築基準法 第 43 条 ]

第 1 項

建築物の敷地は、道路に2m 以上接しなければならない。

第 2 項

前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物に
ついては、適用しない。

第 2 号

その敷地の周囲に広い空地を有する建築物で、特定行政
庁が、交通上、安全上、防火上、および衛生上支障がな
いと認めて建築審査会の同意を得て許可したもの。

3



栗東市

大津市

びわこ

JR
草津駅

JR
南草津駅

申請地

案件
1

帰帆島



4ｍ 未満、1.8ｍ 以上

： 通路中心から２ｍ後退または４ｍ一方後退 （ 木戸道の場合は除く ）
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基
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の
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[ 事後報告案件となる用途 ]

事後報告基準 3号 の 2 ： 避難・通行の用に供する通路

農林漁業用施設、１戸建ての住宅・併用住宅
（ 住宅部分が１／２以上 ） の建替え、増築

： 関係権利者の同意が得られたもの

： 2ｍ以上の接道確保

▼道路中心

▲後退ライン

▼後退ライン



案 件 概 要

許可番号 許可 Ｒ４－１１ ／ 令和５年３月２４日

申請者氏名 株式会社メタルヴィレッジ
代表取締役社長 大石 学

申請建物用途 農業用倉庫

申請地 草津市南山田町字十二川 1798番2

用途地域等 市街化調整区域
建ぺい率 ： 70 % / 容積率 ： 160 %

工事種別 新築

敷地面積 688.30 ㎡

建築面積 9.38 ㎡ （ 建蔽率 ： 1.37 % ）

延べ面積 9.38 ㎡ （ 容積率 ： 1.37 % ）

構造 鉄骨造

階数 １



周辺図

申請地

琵琶湖



付近見取図
申請地



付近見取図
申請地



通路 所有関係

1789 建設省

1774 建設省

1807 草津市



現地状況

43条2項2号
通路

5.0 m



現地状況現地状況

43条2項2号
通路

4.0ｍ



現地状況現地状況

43条2項2号
通路

3.5ｍ（通路幅員）
4.0ｍ（官地幅）



43条2項2号
通路

5.2m

申請地

現地状況



配置図

申請建築物
（農業用倉庫）

申請敷地



平面図・立面図・断面図

[西立面図 ]       [南立面図 ] [東立面図 ]

[ 平面図 ] [ A-A断面図 ] [B-B断面図 ]



事 後 報 告 基 準 チ ェ ッ ク リ ス ト

工事種別 新築

通路の種類 農道

通路部分の幅員は
4.0 ｍ未満1.8ｍ以上か

3.5 m～5.2 m

( 官地にて4.0mの空地確保 ）

通路部分所有者
の承諾について 農道管理者の承諾あり

接道長さは2.0ｍ以上か 24.050 m

申請建物用途 農業用倉庫

交通上支障ないか 支障なし

避難・消防活動に支障はないか 消防署の同意あり

排水・汚水の処理は支障ないか 汚水：給排水設備なし
雨水：敷地内U字溝へ接続し

南側水路へ放流

事後報告基準 3号の2 に 適合
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4ｍ 未満、1.8ｍ 以上

： 通路中心から２ｍ後退または４ｍ一方後退 （ 木戸道の場合は除く ）
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[ 事後報告案件となる用途 ]

事後報告基準 3号 の 2 ： 避難・通行の用に供する通路

農林漁業用施設、１戸建ての住宅・併用住宅
（ 住宅部分が１／２以上 ） の建替え、増築

： 関係権利者の同意が得られたもの

： 2ｍ以上の接道確保

▼道路中心

▲後退ライン

▼後退ライン



案 件 概 要

許可番号 許可 Ｒ４－１２ ／ 令和５年３月２４日

申請者氏名 株式会社メタルヴィレッジ
代表取締役社長 大石 学

申請建物用途 農業用倉庫

申請地 草津市南山田町字十二川 1786番の一部

用途地域等 市街化調整区域
建ぺい率 ： 70 % / 容積率 ： 160 %

工事種別 新築

敷地面積 64.93 ㎡

建築面積 29.96 ㎡ （ 建蔽率 ： 46.15 % ）

延べ面積 29.96 ㎡ （ 容積率 ： 46.15 % ）

構造 鉄骨造

階数 １



周辺図

案件①

琵琶湖

申請地



付近見取図
申請地



付近見取図
申請地



通路 所有関係

1789 建設省

1774 建設省

1807 草津市



現地状況

43条2項2号
通路

5.0 m



現地状況現地状況

43条2項2号
通路

4.0ｍ



現地状況現地状況

43条2項2号
通路

3.5ｍ（通路幅員）
4.0ｍ（官地幅）



43条2項2号
通路

5.2m

申請地

現地状況



配置図

申請建築物
（農業用倉庫）

申請敷地



平面図・立面図・断面図

[ A-A断面図 ] [B-B断面図 ]

[ 平面図 ] [南立面図 ] [東立面図 ]



事 後 報 告 基 準 チ ェ ッ ク リ ス ト

工事種別 新 築

通路の種類 農道

通路部分の幅員は
4.0 ｍ未満1.8ｍ以上か

3.5 m～5.2 m

( 官地にて4.0mの空地確保 ）

通路部分所有者
の承諾について 農道管理者の承諾あり

接道長さは2.0ｍ以上か 8.490 m

申請建物用途 農業用倉庫

交通上支障ないか 支障なし

避難・消防活動に支障はないか 消防署の同意あり

排水・汚水の処理は支障ないか 汚水：給排水設備なし
雨水：敷地内浸透

事後報告基準 3号の2 に 適合
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4ｍ 未満、1.8ｍ 以上

： 通路中心から２ｍ後退または４ｍ一方後退 （ 木戸道の場合は除く ）

建
築

基
準

法
上

の
道

路

建物

[ 事後報告案件となる用途 ]

事後報告基準 3号 の 2 ： 避難・通行の用に供する通路

農林漁業用施設、１戸建ての住宅・併用住宅
（ 住宅部分が１／２以上 ） の建替え、増築

： 関係権利者の同意が得られたもの

： 2ｍ以上の接道確保

▼道路中心

▲後退ライン

▼後退ライン
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4ｍ 未満、1.8ｍ 以上

： 通路中心から２ｍ後退または４ｍ一方後退 （ 木戸道の場合は除く ）
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[ 事後報告案件となる用途 ]

事後報告基準 3号 の 2 ： 避難・通行の用に供する通路

農林漁業用施設、１戸建ての住宅・併用住宅
（ 住宅部分が１／２以上 ） の建替え、増築

： 関係権利者の同意が得られたもの

： 2ｍ以上の接道確保

▼道路中心

▲後退ライン

▼後退ライン



２． そ の 他

[ 法 律 概 要 ]

建築基準法施行規則の一部を改正する省令
国土交通省令第九十三号（令和５年１２月１３日施行）

①接道規制に係る認定制度の対象拡大

〈法第43条の認定と許可について〉
法第43条第2項第一号 特定行政庁による認定制度

→ 規則第10条の３ 第3項の基準 ・・・ 今回の改正

法第43条第2項第二号 建築審査会による許可制度
→ 規則第10条の３ 第4項の基準



改 正 概 要



改 正 概 要



新旧対照表

改正前 改正後
（敷地と道路との関係の特例の基準）
第十条の三（略）
２ （略）
３ 法第四十三条第二項第一号の国土交通省令で定める建築
物の用途及び規模に関する基準は、延べ面積（同一敷地
内に二以上の建築物がある場合にあつては、その延べ面
積の合計）が二百平方メートル以内の一戸建ての住宅で
あることとする。
（ 新設 ）

（ 新設 ）

４（略）

（敷地と道路との関係の特例の基準）
第十条の三（略）
２ （略）
３ 法第四十三条第二項第一号の国土交通省令で定める建築
物（その用途又は規模の特殊性により同条第三項の条例
で制限が付加されているものを除く。）の用途及び規模
に関する基準は、次のとおりとする。

一 次のイ及びロに掲げる道の区分に応じ、当該イ及びロ
に掲げる用途であること。

イ 第一項第一号に規定する道 法別表第一欄項に掲げ
る用途（い）（一）以外の用途

ロ 第一項第二号に規定する道 一戸建ての住宅、⾧屋
又は法別表第二（い）項第二号に掲げる用途

二 延べ面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合に
あつては、その延べ面積の合計）が五百平方メートル
以内であること。

４ （略）

農道等の公共の用に供する道

位置指定道路の基準に適合する道



２． そ の 他

第70回 全国建築審査会長会議

日 時：令和5年11月1日
会 場：香川県高松市

JRホテルクレメント高松
出席者：北村委員、建築政策課 田中

②建築審査会長会議の報告
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２． そ の 他

③令和6年能登半島地震の被災建築物応急危険度判定活動について

[ 滋賀県内の派遣概要 ]

【派遣期間】 1月3日～1月22日
（内 判定期間：1月4日～1月21日）

【派遣回数】 第一次～第六次派遣
【派遣人員】 計４４名

（内 滋賀県16名、大津市8名、彦根市2名、
長浜市2名、東近江市2名、近江八幡市2名、
草津市3名、守山市2名、甲賀市3名、
栗東市2名、多賀町2名）

【派遣場所】 穴水町、中能登町、輪島市、珠洲市


